
 

 

 
第 2 期障害者活躍推進計画に基づく取組の実施状況を公表します 

 

 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下「障害者雇用促進

法」という。）第４０条第２項の規定に基づき、本市における障害者雇用率を公表するとと

もに、障害者雇用促進法第７条の３第６項の規定に基づき、令和６年度における第２期障害

者活躍推進計画（計画期間：令和４～７年度）に基づく取組の実施状況を公表いたします。 

 

１ 令和７年度における障害者雇用率について（暫定値） 
障害者雇用促進法第４０条の規定に基づき、神奈川労働局に通報した障害者雇用率は

次のとおりです。なお、令和７年度は障害者雇用促進法の改正により除外率が引き下げら

れたことから、法定雇用率を下回りました。 

 
令和７年 

６月１日 

令和６年 

６月１日 
前年度比 

法定雇用障害者数を達成

するために採用しなけれ

ばならない障害者の数 

川崎市 ２．５４％ ２．９８％ 
▲０．４４ 

ポイント 
４８．５人 

議会局 ２．５３％ ２．６７％ 
▲０．１４ 

ポイント 
０．０人※ 

（参考） 

法定雇用率 
２．８０％ ２．８０％   

※川崎市は、地方公共団体の機関に係る特例の認定を受けているため、市長事務部局、

上下水道局、交通局、病院局及び教育委員会においては任命権者ごとではなく、全体

で同一の機関として障害者雇用率が適用されます。 

  ※議会局は、障害者雇用促進法の改正による障害者雇用義務の対象範囲の拡大に伴い、

令和６年度から新たに神奈川労働局に障害者である職員の任免状況の通報をするこ

とになりましたが、特例の認定を受けていないため、議会局単独で障害者雇用率を算

出し、神奈川労働局に報告しています。 

  ※法定雇用障害者数を達成するために採用しなければならない障害者数（不足数）は、

法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数に法定雇用率（２．８％）を乗じて得た

数（１未満の端数切捨て）から障害者数を減じて得た数であり、これが０．０となる

ことをもって法定雇用率達成となります。したがって、実雇用率が法定雇用率を下回

っていても、不足数が０．０となることがあり、この場合、法定雇用率達成となりま

す。 

※令和７年６月１日時点の数値は暫定値であるため、１２月に確定値として改めて公

表する予定です。 

 

 

令和７年８月２６日 

報 道 発 表 資 料 

川崎市（総務企画局） 



 

 

２ 令和６年度における第２期障害者活躍推進計画に基づく取組の実施状況（概要版） 
  令和６年度における第２期障害者活躍推進計画に基づく取組の実施状況は次のとおり

です。引き続き、障害者雇用の拡大や活躍の促進に取り組みながら、障害のあるなしに関

わらず、多様な人材が混ざり合って活躍できる、誰もが働きやすい職場環境づくりを推進

してまいります。 

採用に関する目標と結果 
【目標値】 
○障害者実雇用率 

３．０％以上 

 

○雇用障害者数（雇用している障害者の実人数） 

在籍する雇用障害者数が前年度を上回

る。 

【結果】※令和６年６月１日時点 

○障害者実雇用率 
２．９８％（令和５年度：２．８４％） 

 

○雇用障害者数（雇用している障害者の実人数） 

 ３９６人（令和５年度：３７５人） 

定着に関する目標と結果 

【目標値】 
 

○採用１年後の定着率９５％以上 
 

 

 

 

 

 

 
 

○計画期間中の定着率の平均値が前年度
までの平均値を上回る 

【結果】※令和７年５月１日時点の集計データで 

       あるため暫定値となります。 

○採用１年後の定着率 
常勤職員（全任命権者合算）１００．０％ 

非常勤職員（市長事務部局） ８５．２％ 

非常勤職員（教育委員会）  ９０．９％ 

※常勤職員は「障害者を対象とした川崎市職員採用選考」 

採用者を対象とする。 

※非常勤職員は「障害者を対象とした川崎市会計年度任 

用職員採用選考」採用者を対象とし、市長事務部局と 

教育委員会とでそれぞれ算出する。 

 

○計画期間中の定着率の平均値 
常勤職員（全任命権者合算）９３．３％ 
（前年度までの平均値９０．０％） 

非常勤職員（市長事務部局）９２．７％ 
（前年度までの平均値９６．５％） 

非常勤職員（教育委員会） ８７．５％ 
（前年度までの平均値８８．７％） 

取組内容の実施状況 
（１）障害者の活躍を推進する体制整備 
・「川崎市障害者雇用推進会議」及び障害のある職員等を構成員とした「検討部会」を開

催し、障害者活躍推進計画の実施状況の確認や障害者雇用の拡大に向けた取組報告の

ほか、障害者雇用率の引上げを見据えた障害者採用計画書の作成や第２期障害者活躍

推進計画の改定（定着に関する目標設定）の説明を行うとともに、課題の共有・意見

交換を行った。 

・神奈川労働局と連携し「精神･発達障害者しごとサポーター養成講座」を総務企画局



 

 

人事部人事課にて企画・開催し、任命の枠を超えて３４名の参加があった。 

・人事課任用の障害者雇用支援員による情報交換・事例検討を目的として「区役所支援

員連絡会議」を実施した。連絡会議を通じて支援技術を向上させるとともに、物理的

に離れて勤務している支援員同士が多角的に支援方法の検討・共有を行うことで、支

援方法の研鑽や日頃の課題・悩みの解消につなげた。 

（２）職務の選定・創出・マッチング 
・障害特性に応じた業務とのマッチングや勤務時間の設定をより柔軟に行うため、週２

０時間未満での雇用（短時間雇用）を継続した。業務のマッチングの精度をより高く

するため、あらかじめ業務を固定した上で公募をかけ、新たに１名を採用した（計７

名勤務）。 

・総務企画局人事部総務事務センターワークステーション担当では、本庁舎移転に伴い、

総務事務の集約化として庁内便の配達業務や古紙回収業務、物品補充業務を実施し

た。また、それに伴い障害のある会計年度任用職員を令和４年度の業務試行実施時の

６名から、令和５年度の本庁舎移転に合わせ２４名まで順次増員し、令和６年度には

第３庁舎（現南庁舎）への業務拡大を踏まえ、３２名まで拡大し、特別支援学校高等

部から体験学習の受入れを行った。 

・新たに小学校７校にチャレンジドワークスを導入し、障害のある会計年度任用職員５

名を配置した。 

（３）環境整備・人事管理 
・障害のある会計年度任用職員の安定就労のため「障害者雇用支援員」を配置し、個別

面談を定期的に行うとともに、配属職場の職員ともコミュニケーションをとり、業務

のサポートを行った。 

・新たな取組として、「障害のある職員向け経験交流会」を開催した。令和６年度は試行

的に比較的入庁年の浅い常勤職員を対象として、交流会では日頃の職務遂行に当たっ

て工夫していること、苦労していることなどをグループワークで共有し、職員同士の

交流を深めた。 

・障害のある会計年度任用職員の採用選考において、申込者からの希望を踏まえ、電動

車いすの使用者向けに机のかさ上げや動線の確保、面接試験における手話通訳者の配

置や就労支援機関の職員の同席を可能とする配慮を行った。また、受験者に発達障害

者もいることから、合格発表日などのお知らせを紙面で配布した。 

・Ｋ－ＳＴＥＰ（川崎就労定着プログラム）を活用し、日々の配慮提供につなげるとと

もに、セルフケアの促進を図った。 

※本市における障害者雇用に係る状況の公表については、次の URL から閲覧できます。 

https://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000153873.html 

   

 
問合せ先 

川崎市総務企画局人事部人事課 佐藤 

電話 ０４４－２００－２１２５ 

https://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000153873.html

